
土木技術資料 61-8(2019) 
 
    

 
 

－ 28 － 

特集報文：安全・安心を支える地質・地盤分野の技術 

図-1 実験模型概要（側面図） 

山岳盛土の地震時変形挙動に関する遠心力載荷模型実験

加藤俊二・佐々木哲也
 

1．はじめに1 

 山岳地の谷状地形上の高盛土（以下「山岳盛土」

という。）で、地震時の被害が大規模になりやす

く、地震後の道路交通機能の確保に支障となるこ

とが多い。 

 土木研究所では、安全・安心な道路盛土の構築

に向け、山岳盛土の合理的な耐震性診断手法及び

耐震補強技術の検討を実施しているところである。 

 盛土の耐震性能は、盛土内の水位条件や盛土材

料の条件に影響されるところが大きく、近年は発

生土の有効利用に伴い盛土材料が多様化してきて

いるとともに、過去の地震では細粒分が多く高い

含水状態の山岳盛土で被害が多くみられている1)。

このため、効率的かつ効果的な山岳盛土の耐震性

向上に向け、耐震性に及ぼす盛土材料の影響等を

明らかにすることが求められている。 

 盛土の締固め度を高めると耐震性は向上するが、

細粒分含有率の高い材料（粘性土）では締固め度

ではなく、浸水に対する締固めた土の恒久性を確

保する観点から一般に空気間隙率および飽和度に

よる管理を行っており2)、それらの管理基準によ

り達成される耐震性は必ずしも明確になっていな

い。また、細粒分含有率だけでなく塑性指数など

の盛土材料の物性による変形挙動の違いも未解明

である。本報は、このような背景から盛土材料の

物性、含水状態、締固め程度の違いなどが盛土の

動的変形挙動に及ぼす影響を把握するための遠心

力載荷模型実験を行った結果を紹介するものであ

る。 

2．山岳盛土の動的遠心力載荷模型実験 

2.1 実験模型および加振実験の概要 

 模型実験は50Gの遠心場で行い、盛土高さ15m

相当の山岳盛土を想定したものである。図-1に実

験模型概要を示す。実験模型は、幅150cm、奥行

き30cm、高さ50cmの鋼製大型土槽内に段切りし

──────────────────────── 
Centrifugal Model Testing on the Behavior of Mountain 
Path Embankments During an Earthquake 

た地山模型を設置し、その上に計測器を埋設した

盛土模型を作製した。 

地山模型は、勾配5°の傾斜部（図右側）と上

傾斜30°の段切り部（図左側）からなり、地山

は石膏で構築し、地山表面はアルミ材で保護し摩

擦を確保するため表面にサンドペーパーを貼った。

また、盛土内に浸透水（脱気水）を通水するため、

実験土槽の段切り部背面側に注水タンクを設け、

盛土への注水位置の地山部2か所に注水パイプを

等間隔でそれぞれ7本取りつけ、水頭差を形成す

ることで盛土内に水を浸透させる構造とした。ま

た、法尻下の地山面には浸透水位（浸潤線）形成

時における法尻部の浸透破壊を防止する目的でド

レーンを設けた。 

 盛土模型は、後述のとおり粒度調整した江戸崎

砂を用い、層厚25mmピッチで突固め棒により締

固めて作製した。また、地盤内の所定位置に間隙

水圧計と加速度計を埋設し、加振前後における地

盤変形状況を観察するため、硅砂7号を用いて土

槽前面ガラス面に水平・鉛直方向のメッシュを作

製するとともに、メッシュ格子間と地表面に地盤

変形観察用の標点を設置した。  

 加振実験は、模型に50Gの遠心力を作用させた

後、盛土部背後の地山部から浸透水を供給し、法

尻付近の水位が盛土高さの1/2程度となるよう水

位を上昇させた後、加速度振幅を0.7倍に調整し

たＪＭＡ神戸波により加振を行った。実験中は、

盛土の間隙水圧、加速度、変位等を計測するとと

もに、加振中の状況を高速度カメラで撮影した。 

 なお、本実験では間隙流体に水（脱気水）を使
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表-1 動的遠心力載荷実験 ケース一覧（その1）  

 

盛土
材料名

細粒分
含有率
（％）

締固め度
Dc

（％）

含水率
ω

（％）

空気間隙率
va

（％）

土粒子密度

ρs

（g/cm
3
）

礫分
含有率
（％）

砂分
含有率
（％）

シルト分
含有率
（％）

粘土分
含有率
（％）

均等係数

Uc

平均粒径

D50
（mm）

液性限界

ωL

（％）

塑性限界

ωP

（％）

塑性指数

IP
(％)

最大乾燥
密度

ρdmax

（g/cm
3
）

最適含水比

ωopt

（％）

CASE1 FC50 51.3 17.3 23.0 2.712 0 48.7 38.0 13.3 － 0.0720 28.5 22.3 6.2 1.664 17.6

CASE2 FC20 20.8 16.2 22.7 2.728 0 79.2 10.9 9.9 45.55 0.1940 NP NP － 1.718 16.3

CASE3 FC35 36.5 15.2 25.5 2.713 0 63.5 26.5 10.0 38.8 0.1320 NP NP － 1.696 15.0

CASE4 FC50 51.3 23.6 15.0 2.712 0 48.7 38.0 13.3 － 0.0720 28.5 22.3 6.2 1.664 17.6

ケース

実　験　条　件 盛　土　材　料　の　物　性

85

(a)粒径加積曲線  

 

(b)締固め曲線  

図-2 盛土材料の粒径加積曲線および締固め曲線  

 

 

図-3 細粒分含有率と法肩沈下量の関係  
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用しており、透水性の相似則が厳密には合ってい

ないため、実験結果に影響している可能性がある

ことに注意が必要であることを予め断っておく。 

 また、以下で述べる変形量や時刻歴等について

は実物および実時間に換算した値である。 

2.2 細粒分含有率の違いに関する模型実験 

 まず、細粒分含有率の違いが盛土の地震時の変

形挙動に及ぼす影響を把握することを目的とした

実験を行った。表-1に実験ケース一覧を、図-2に

実験に使用した盛土材料の粒径加積曲線と締固め

曲線を示す。各ケースで用いた盛土材料は、

0.075mmふるいで分級した江戸崎砂に分級時に

生成された材料を再混合して作製した細粒分含有

率の異なる材料で、以下、それぞれFC20、FC35、

FC50と呼ぶ。 

 盛土模型は、全ケース締固め度を85%として、

CASE1～3については、FC50、FC20、FC35の

各材料を最適含水比付近（含水比15～17%）で、

CASE4についてはFC50を含水比約24%(空気間

隙率va=15%相当)で作製した。 

 図-3に細粒分含有率と法肩沈下量の関係を、図

-4に加振時の盛土内の間隙水圧の状況について盛

土底面中央の間隙水圧計(P4)の例を、写真-1に各

ケースの実験後の変形状態を示す。 

 図-3を見ると細粒分含有率の増加に伴い法肩沈

下量も増加している。それぞれのケースの変形状

況（写真 -1 ）をみると、まず FC50 を用いた

CASE1では、盛土全体が変形し、天端付近にす

べり線が見られた。一方、同じFC50でも空気間

隙率が低いCASE4では、法尻付近で変形は見ら

れたものの、明瞭なすべり線は見られず、盛土表

面にクラックが発生した程度であり、細粒分含有

率および締固め度が同程度でも、締固め時の含水

比（空気間隙率）により変形挙動が異なった。加

振時の過剰間隙水圧の変化状況（図-4）を見ると、

CASE1は主要動時に急激な過剰間隙水圧の上昇
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           (a)CASE1                    (b)CASE2 

        

           (c)CASE3                      (d)CASE4 

写真-1 実験後の模型の変形状態  

図-4 加振時の盛土内の間隙水圧の変化状況の例 
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がみられるが、CASE4では間隙水圧の上昇が緩

やかになっている。空気間隙率を小さくすること

で一般に透水性が低下するが、これにより地下水

浸透によって飽和度が上昇しにくくなったことが

推察される。このことにより、加振時の過剰間隙

水圧が上昇しにくくなることでCASE1に対して

CASE4では変形が抑制されたことが考えられる。

ただし、作成時の含水比を上げる（空気間隙率を

小さくする）ことにより、繰り返しせん断強度

（液状化強度）が低下することも知られており 3)、

これは盛土の変形を大きくする方向に影響するが、

今回の条件では不飽和の影響が大きく変形が抑制

された可能性がある。 

 一方で、細粒分含有率が少なく透水性が高い

FC20を用いたCASE2では、加振時の水圧がほと

んど上昇せず、目立った変形も見られなかった。

このケースでは供給水量も他ケースに比べかなり

多く、細粒分が少ないため透水性が高いうえ、間

隙水の粘性の相似則の影響もあり間隙水圧が上昇

しづらい状況であったものと考えられる。 

 FC35を用いたCASE3では、加振中の間隙水圧

は比較的上昇し天端付近の変形量はCASE1と比

較して少ないが、法面中央付近から法尻かけて部

分的に表層部に大きな崩壊が生じている。この表

層部での崩壊はのり尻付近の局所的な水位等が影

響すると考えられるが、今後さらに分析が必要と

考えている。 

 このように盛土の変形モードは、盛土内の水位、

盛土材料の物性や締固め方法によって大きく異な

ることがわかる。ただし、これらの結果について

は、間隙流体に水（脱気水）を使用しており、透

水性の相似則が厳密には合っていないため、特に

CASE2のような盛土材料の透水性が高いケース

は前述のように実験結果に影響している可能性が

あることに注意が必要である。 

2.3 塑性指数の違いに関する模型実験 

 2.2の実験を踏まえ、細粒分含有率が大きな場

合の塑性指数（以下「Ip」という。）の違いによ
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表-2 動的遠心力載荷実験 ケース一覧（その2） 

（再掲）CASE1、CASE4 

盛土
材料名

細粒分
含有率
（％）

締固め度
Dc

（％）

含水率
ω

（％）

空気間隙率
va

（％）

土粒子密度

ρs

（g/cm3）

礫分
含有率
（％）

砂分
含有率
（％）

シルト分
含有率
（％）

粘土分
含有率
（％）

均等係数

Uc

平均粒径

D50
（mm）

液性限界

ωL

（％）

塑性限界

ωP

（％）

塑性指数

IP
(％)

最大乾燥
密度

ρdmax

（g/cm3）

最適含水比

ωopt

（％）

CASE1 FC50 51.3 17.3 23.0 2.712 0 48.7 38.0 13.3 － 0.0720 28.5 22.3 6.2 1.664 17.6

CASE4 FC50 51.3 23.6 15.0 2.712 0 48.7 38.0 13.3 － 0.0720 28.5 22.3 6.2 1.664 17.6

CASE5 39.8 17.1 23.3 2.762 0 60.2 32.7 7.1 9.91 0.0990 29.9 19.3 10.5 1.693 17.1

CASE6 41.0 22.5 15.5 2.729 0 58.9 33.8 7.2 10.19 0.0932 31.0 19.4 11.6 1.693 17.1

CASE7 B 56.1 20.7 24.4 2.744 0 43.9 50.6 5.5 4.96 0.0690 35.1 21.0 14.1 1.558 20.0

CASE8 B(A) 43.6 85(78) 27.9 14.8（15.6） 2.747 0 56.5 34.4 9.2 13.97 0.0863 33.9 20.2 13.7 1.558 20.0

A
85

ケース

実　験　条　件 盛　土　材　料　の　物　性

      

          （a）粒径加積曲線                 (b)締固め曲線 

図-5 盛土材料の粒径加積曲線及び締固め曲線  

図-6 塑性指数と法肩沈下量の関係 
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る盛土の地震時の変形挙動を把握することを目的

とした実験を行った。表-2に実験ケース一覧を、

図-5に実験に使用した地盤材料の粒径加積曲線と

締固め曲線を示す。CASE1、CASE4は2.2で示し

たケースの再掲である。 

各ケースで用いた盛土材料は、2.2の実験にお

けるFC50のIpが6.2％であったことから、江戸崎

砂を0.105mm、0.075mmふるいで分級し生成し

た３つの試料を再混合して、細粒分含有率50%付

近でIpが10％および15％程度となる2種類の材料

を追加で作製した。以下、これらを盛土材A、盛

土材Bと呼ぶ。 

 盛土模型は、CASE5、CASE6については盛土

材Aを、CASE7、CASE8については盛土材Bを用

いた。いずれのケースも締固め度 85%とし、

CASE5およびCASE7は最適含水比付近（それぞ

れ17.1%、20.7%）、CASE6およびCASE8は空気

間隙率 va=15% 相当となる含水比（それぞ れ

22.5％、27.9%）で作製した。これらは、比較と

するCASE1およびCASE4と同様の条件である。 

 

図-6にIpと法肩沈下量の関係を、図-7に加振時

の盛土内間隙水圧の状況の例を、写真-2に各ケー

スの実験後の変形状態を示す。また、図 -8に全

ケースの加振時の過剰間隙水圧の最大値と法肩沈

下量の関係を示す。 
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          (a)CASE5                        (b)CASE6 

          

          (c)CASE7                        (d)CASE8 

写真-2 実験後の模型の変形状態  

 図 -6を見ると、 Ipの小さいFC50（CASE1、

CASE4）とIpの比較的大きい盛土材A（CASE5、

CASE6)および盛土材B（CASE7）とを比較する

と、Ipの増加により変形量が小さくなる傾向がみ

られる。加振時の過剰間隙水圧の変化状況（図-7）

を見ても、Ipの高いケース（CASE5～7）で過剰

間隙水圧の増加が小さくなっており、変形量と同

様の傾向を示している。 

 一方で、盛土材Aと盛土材Bとを比較すると

（図-6、図-8）、変形量の値は全体的に小さいもの

の、Ipが大きくなると変形量および過剰間隙水圧

も若干ではあるが増加しており、締固め時含水比

と細粒分含有率について強度に最適な条件がある

ものと推察される。 

 ここで、CASE8については、CASE5～7と比

して変形量も大きくかつ過剰間隙水圧の上昇も大

きかった。CASE8はCASE7との比較実験であっ

たが、盛土材Bについてはバラツキが大きく、細

粒分含有率を考慮するとCASE8の試料は盛土材A

に近いものであったと推察される。仮に盛土材A

の締固め曲線で管理した場合の締固め度、空気間

隙率の条件は、表 -2中のCASE8で示すカッコ内

  

  図-7 加振時の盛土内の間隙水圧の変化状況の例    図-8 加振時の最大間隙水圧と法肩沈下量の関係 
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  図-7 加振時の盛土内の間隙水圧の変化状況の例    図-8 加振時の最大間隙水圧と法肩沈下量の関係 
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の数字（Dc=78％、Va=15.6％）となり、締固め

不足の影響を受けて若干変形量が大きくなった可

能性がある。 

2.4 まとめ 

 2.2および2.3の実験結果についてまとめると、

以下のとおりである。 

(1) 細粒分含有率の増加に伴い変形量（法肩沈下

量）が増加する傾向がある。ただし、今回の実験

では間隙水に水を使用しているため、変形状況に

影響している可能性があることに留意が必要であ

る。 

(2) Ipが大きくなると変形量が小さくなる傾向が

見られる。 

(3) 空気間隙率管理を行うことである程度の変形

量を抑制することができる。ただし、比較的Ipが

高い場合にはもともとの変形量が小さく、大きな

違いがない場合もある。 

(4) 変形量は地震時の間隙水圧の上昇が影響する

傾向がある。 

 今回の実験は、良質な砂質土を粒度調整した細

粒分含有率の高い材料でIp が15程度までの比較

的小さな範囲の結果であるが、細粒分含有率の高

い材料でも締固め管理と空気間隙率管理を行うこ

とである程度の耐震性が確保できる可能性を確認

することができた。一方で、材料物性や含水状態

の変化で変形量が大きく異なり、施工時の管理方

法の重要性も再確認できた。 

3．おわりに 

 盛土の変形モードは盛土材料の物性や締固め方

法などによって大きく異なる。このため、今後も

引き続き様々な盛土材料を用いた模型実験および

強度特性・変形特性を把握するための室内強度試

験を実施して、地震時の変形挙動に関するデータ

の蓄積を進め、盛土の耐震性診断や対策方法、耐

震性を考慮した締固め管理基準の検討を行ってい

く予定である。 
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